立法政策論（2006年度春学期）
担当：柳瀬　昇
第7回　憲法適合性と立法事実の吟味
1. 立法政策分析の手法（試論）
· 憲法適合性

　その事項が憲法の規定が趣旨に違背するかいなか。憲法に違反する法令等は、無効である（日本国憲法98条）。

· 法的整合性

　他の法令との整合性があるか。特に、形式的に上位の法規範の規定との関係が問題となる。また、刑罰法規の場合は、罪と罰との均衡がとれているか。

· 法的適格性

その事項が法令で定めることができる事項であるかいなか。特に、一般性が問題となる。また、その事項が法令で定めるべき事項であるかいなか。特に、強要性が問題となる。
· 政策的妥当性

　外形的に違憲・違法でなくとも、政策的に妥当であるかいなかをさらに問う必要がある。政策的妥当性を評価する分析視角は、正当性、公平性、公正性（正義）、実効性、効率性など、さまざまなものが考えられる。
2. 憲法適合性の審査主体
· 内閣提出法律案や政令案の憲法適合性は、憲法の行政解釈権を有する機関である内閣法制局によって審査される。議員提出法律案は、議院法制局によって審査される。
· 法令の憲法適合性は、最終的には、「憲法の番人」であるところの最高裁判所によって審査される（日本国憲法81条）。
3. 憲法適合性の審査基準
二重の基準論（精神的自由権に対する規制と経済的自由権に対する規制）

	精神的自由権に対する

規制立法
	→
	厳格な審査
	裁判所は、規制目的の高度の正当性と、規制手段の必要最小限度性を審査し、国家による立証が成功したら、合憲と判断する

	経済的自由権に対する

規制立法
	→
	緩やかな審査
	裁判所は、規制目的の正当性と、目的と規制手段との合理的関連性を審査し、合理的でなければ、違憲と判断する


目的二分論（経済的自由権に対する消極目的規制と積極目的規制）
	消極目的規制
（国民の生命や健康に対する危険を防止するために課される規制）
	→
	厳格な

合理性の
基準
	裁判所は、規制の必要性及び合理性を立法事実に基づいて審査し、同じ目的を規制できるより緩やかな規制手段（LRA）が存在すれば、違憲と判断する

	積極目的規制
（福祉国家の理念に基づいて、社会・経済全体の均衡のとれた調和的発展を確保し、社会的・経済的弱者を保護するための規制）
	→
	明白性の原則
	裁判所は、規制が著しく不合理であることが明白な場合のみ、違憲と判断する（立法事実の審査はしない）


小売市場距離制限事件最高裁判決（最大判昭和47年11月22日刑集26巻9号586頁）

：経済活動の規制について積極目的規制と消極目的規制があり、前者に対しては「明白の原則」が妥当する。小売市場の開設の距離制限は、経済的基盤の弱い小売業を相互間の過当競争による共倒れから保護するという積極目的規制である（合憲）。
薬局距離制限事件最高裁判決（最大判昭和50年4月30日民集29巻4号572頁）
：経済的自由権に対する消極目的規制については、規制の必要性・合理性の審査と、よりゆるやかな規制手段で同じ目的が達成できるかどうかの検討が必要である。薬局の距離制限は、国民の生命・健康に対する危険の防止という消極目的の規制である。被告の主張する「薬局の開設の自由→薬局の偏在→競争激化→一部薬局の経営の不安定→不良医薬品の供給の危険性」という因果関係は、立法事実によって合理的に裏づけることはできないから、規制の必要性と合理性の存在は認められない（違憲）。
公衆浴場距離制限事件最高裁判決
（最大判昭和30年1月26日刑集9巻1号89頁）
：設立を業者の自由に委せると、偏在による利用不便のおそれと、濫立による過当競争、経営の不合理化、衛生設備低下のおそれがある。国民保健及び環境衛生を保持するため、適正配置規制が必要である（合憲）。

↓

自家風呂の普及

：自家風呂のない住民等に厚生施設たる浴場を確保するため浴場の経営の安定化を図る必要性が増大した（なお、公衆浴場の確保のための特別措置法が昭和56年に成立している）。
↓

（最判平成元年1月20日刑集43巻1号1頁）
：規制目的は、業者が経営の困難から転廃業をすることを防止するという積極的なものである（合憲）。
（最判平成元年3月7日判時1308号111頁）
：規制目的は、消極的なものと積極的なものとを併有するものである（合憲）。
4. 立法事実と立法目的の確定
· 法令の憲法適合性の審査のあり方からは、立法にあたっては、立法事実（法令を制定する場合の基礎を形成し、かつ、その合理性を支える一般的事実、すなわち、社会的、経済的、政治的もしくは科学的な事実）が存在し、かつ、なぜそのような制度・組織・政策を設ける必要があるのかという立法目的が合理的であることが求められるということが示される。

· 立法事実が確定したら、現行の法制度はどのようになっているか、どのように運用されているか、既存の法制度で対処できないか（新たな法制度を設ける必要はあるか）などを検討する。

· 新たな法制度を設ける必要があるならば、まず立法目的を確定したうえで（その立法目的が憲法に適合的でなければならない）、その立法目的を達成するための手段を複数用意する（その達成手段も憲法に適合的でなければならない）。

· 原則として、複数の手段の中から、最も政策的に妥当なものを選択することになる。
〔ケース1〕駅前に放置される自転車の問題

　迷惑を訴える住民等からの苦情

　問題が生じている場所への実地調査

↓

① 放置自転車に歩道を占拠され、歩行者の安全に問題が生じている

② 緊急車両などの通行にも支障が出るおそれがある

↓

規制を行う必要がある

　規制目的：「通行の障害を除去し、災害時における緊急活動及び避難行動の場を確保するとともに歩行者の安全を図る」

　→　立法目的についての憲法適合性の審査

　　　　↓

　手段の選択

　① 放置された自転車を放置禁止地域から撤去すること

　② 撤去した自転車のうち、引き取り手のないものを処分すること




→　目的達成手段についての憲法適合性の審査
〔類題〕

電話ボックスに貼付され、または家庭の郵便ポストに投函されるピンクチラシの問題や、道路や壁面に描かれる暴走族の落書きの問題についても、同様に検討せよ。
立法政策論　第7回課題

1. 題名に「基本法」という名称が付されている法律にはどのようなものがあるかを調べたうえで、その内容にどのような共通点があるかを検討せよ。
（参考URL：総務省行政管理局「法令データ提供システム」（http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi））

2. 第40回国会参議院文教委員会議録第10号1～7頁を読み、そこで審議されている「学校法人紛争の調停等に関する法律案」にはどのような問題点があるかについて、論ぜよ。なお、法案の案文、提案理由及び趣旨は、第40回国会衆議院文教委員会議録第10号1～3頁に掲載されている。
（参考URL：国立国会図書館「国会会議録検索システム」（http://kokkai.ndl.go.jp/））
1～2を合わせて、A4で、1～2枚程度でまとめ、次週の授業時間（授業時間終了後ではなく、授業時間開始の冒頭）に提出する。

第11回「法制度設計論各論」について（予告）
· 第11回（6月19日）では、ワーキンググループに対して、受講者が関心をもっている具体的な政策分野について、政策提言を行うことを求める。グループごとに、簡潔なレジュメと参考資料を提出されたい。

· ワーキンググループの人数は、1人以上4人以下であれば自由とする。

· 授業時間中の発表そのものは任意であり、発表しないグループを不利に扱うことはない。

· グループごとに、レジュメ（A4で2枚とする）と参考資料（枚数は問わない）を提出する。それぞれに、グループの構成員の氏名・学籍・ログイン名を記載しなければならない。なお、発表そのものは任意であるが、レジュメと参考資料の提出は全グループに求める。

· 研究内容とグループの構成については、6月12日提出の第9回の課題に記載されたい。授業時間内での発表を希望する学生は、必ず、その旨も、第9回の課題に記載する。
· 発表するグループの代表者は、6月18日15時までに、レジュメの原稿（A4で2枚に限る）を指定されたメールアドレス宛てに添付して送信する（ファイル形式は、PDF文書またはWord文書とする）。

· 発表の有無にかかわらず、各グループの代表者は、レジュメ1部と参考資料1冊を、当日に提出する。

· 授業時間中の発表は、各グループそれぞれ10分以内とする。

· 発表に対して、他の受講者や授業担当者がコメントする。

· 第11回にも調査報告・発表を求めるが、その際の課題は、「受講者の関心をもった政策分野についての具体的な政策提言」である。ワーキンググループや取り組む政策課題は、第6回と第11回とで変更してもよい（また、同様に、最終レポートの内容とも一致させる必要はない）。

· 条文化までは求めない。
· ワーキンググループや取り組む政策課題は、第6回と第11回とで変更してもよい（同様に、学年末レポートで取り組む政策課題とも一致しなくてもよい）。
· 学期末レポートの課題も、第11回の課題と同様に「受講者の関心をもった政策分野についての具体的な政策提言」とし、第13回の授業時間中に提出を求める。

立法政策論　第7回課題提出用紙
	学籍番号
	

	

	学籍
	

	

	氏名
	

	

	電子メールアドレス
	











5

